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学生の ｢経済的経験｣を考える
- 経済学教育を受ける主体的前提について-

佐 藤 進

は じめ に

経済学教育の前提条件

学生たちは自分の経験にもとづいて理解する｡

経済学に限らず,教育の前提条件は,学生 (坐

徒)たちが教育を受け入れ得ること,すなわち

自分の経験に照らして理解し得ることである｡

したがって教育内容は,学生の経験のレベルに

したがって変わる｡ このために,学生の主体的

学習条件を知ることは教育者にとって教育を行

う場合の大前提になる1)｡本稿では教育の内容

1) とかく世間では,｢学生が経験にもとづいて理解しう
る｣ことを ｢学生の興味の範囲内であること｣にわい小

化してしまい,教室においての授業方法は,学生が興味

を抱く事を面白く教える事が最も大切だと思われがちで

ある｡だが,より本質的に考えれば,同じ事柄は,学生

たちが知覚している事実から遊離した知識を頭ごなしに

教えるだけの,いわゆる ｢詰め込み教育｣になってはい

けないといった位のほうが無難である｡知るのが面白く

なくても知っておかなければならない事実はいくらでも

存在する｡教育の決定的な役割は,学生たちを常識を超

えた客観的真理 (といってもやはり事実と経験の中から

探り出される)へと誘 (いざな)うことだが,それは学

生たちにとって授業内容としていつも心地よいとはかぎ

らない｡むしろ理解するのに苦痛を覚えることが多い｡

しかしそれを乗り越えたところで理解に達する喜びは,

誰でも学問を学ぶ際に味わうことになる等｡

ここで私が強調したい ｢経験｣とは,むしろ教室以前

の経験なのである｡デューイが経験と認識の関連につい

て以下のように述べるのに私は共感する (全く ｢同意す

る｣とは言わないまでも)のであるが,叙述に明らかな

ように,彼は学校-教室から離れてみて論じているわけ

ではない｡

冊経験から学ぶ』ということは,我々が事物に対し

てなしたことと,結果として我々が事物から受けて楽し

んだり苦しんだりしたこととの間の前後の関連をつける

ことである｡そのような事情の下では,行うことは,読

みることになる｡つまり,世界はどんなものかを明らか

にするために行う,世界についての実験になるのであり

被ることは,教訓一事物の関連の発見-になるのである

･--〔中略〕･--①経験とはもともと能動-受動的な/

や方法の正しさについて直接に論じるのではな

く,いわば経済学教育を受ける以前の学生の状

態に限定して考えてみたい｡しかし,読者のご

参考までに,このような考察からどのような教

育実践が出てくるか,一例として私自身の実践

を叙述の中に例示しておくこととしたい (後述

｢実事求是のトレーニング｣)｡

直接的経験範囲の狭さ

さて,学生たちも他の人々と同じように,自

覚するとせざるとを問わず,必ず経済を経験し

ている｡ 学生たちは,現実の経済的経験と大学

で学ぶ経済学との関連を捉えたいと感じている｡

この経験には自分が直接商品の売買の当事者と

して関与するというような経験ばかりでなく,

テレビ等の媒体によるものであったり,人の話

を通じての見聞も含まれている｡ したがって学

生の経験といっても体験的な意味での深刻さを

別とすれば,広範囲に及ぶことに注意を要する｡

しかし,後述するように,直接的経験の範囲は

昔と比べてむしろ狭まっている｡経済学教育に

関する調査結果2)からすると,その他の分野で

の大学教育と同様3),どれだけ学生たちが学ぶ

＼事柄であって,それはもともとは認識的な事柄ではない

のである｡しかし,②経験の価値の尺度はそれが示すよ

うになる関係ないしは連続性の認識である｡経験はそれ

が累積的であれば,すなわちなにかに達するならば,つ

まり意味をもてば,それだけ認識を含むのである｡学校

においては,--｡｣デューィ,松野安男訳 『民主主義

と教育』(上),岩波文庫,1998年,223-224ページ｡

2) 佐中忠司 ｢大学生の経済学に対するイメージー入学後

の変化を中心に-｣『経済学教育』第16号,1997年｡
3) 梶田叡一 ･溝上憤一 ･浅田 匡 『京都大学卒業生の意

識調査一京都大学で受けた教育の評価と人生観』(京都

大学高等教育叢書 1)1997年｡文 ･法 ･医 ･工学部卒業

生を対象とする調査結果｡
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ことに意義を感じ学び取ったかといえば芳しい

成果を挙げているとは言い難い｡私はその重要

な原因の一つとして,学生たちにとって,生き

た経済の体験と彼らが受ける教育がうまく結び

ついていないという問題があるのではないかと

考える｡ 学生たちは,もともと経済に関心がな

いどころか,他の人々同様,彼らなりに関心を

抱いている｡ しかし,学生たちの直接的経験の

銘囲は,近年あまりに一面的で狭い分野に限ら

れるようになり,そのために大学の授業がいか

に巧みに行われても,彼らにその狭さを乗り越

えて考えるよう導くのが困難になっているので

はないかと思われる｡学生たちの経済的経験の

特徴に進む前に,私が教育の対象としての学生

をどのように考えているかを以下にまとめて述

べておく｡

特性 (アイデンティティ)形成過程としての教育

｢私の考えでは,人々は経済の生きた現実

(客観)の認識 (主観)の上に経済固有の法則

を探求しようとする｡ しかし,人それぞれに経

済との関わりは異なる｡ それぞれが異なる経済

的現実に接し,またその現実を認識する仕方も

それぞれに異なる｡ すなわち,人ひとりひとり

は客観と主観の異なる組み合わせを持っている｡

この組合せが経済学を学ぶ学生の特性 (アイデ

ンティティ)を形づくる｡教育者は学生個々の

特性を見つけだし,それを活かして,ひとりひ

とりが順調に科学的真理へ接近できるよう,学

生と一緒に方策を探らなければならない｡｣4)

ここで私は ｢経済との関わり｣または ｢経済

的現実に接する｣ことを ｢経済的経験｣と呼ん

でいるのである｡また,経験を通して形成され

るのが特性である｡

Ⅰ 留学生の場合

母国と日本- 特性の追加的形成-

上記の ｢学生の特性｣に関する概念規定を,

わかりやすい事例として,留学生の場合につい

4) 拙稿 ｢留学生が日本留学に期待するもの｣『留学生教
育学会第4回研究大会発表要旨集』1999年｡

て説明する｡ 実際のところ,私が上記のように

学生の特性について認識するようになったのは,

直接には留学生を対象とする教育体験の刺激に

よる｡ しかし,私は後に至って,国際化時代に

おいては学生があまねく ｢国際的に役立つ人に

なる｣ことを求めること,その日的意識的行為
の客観的結果は国際的アイデンティティの形成

であると考えるようになった5)｡留学生に対す

る教育は国際教育の一分野に過ぎず,国際教育

はすべての学生を対象とし,また広範な学生た

ちが受けてみたいと思うような新たな教育とし

て現れているのである｡

大学とそれ以前についてアイデンティティの

形成過程を考えると,留学生の場合は母国と日

本というように住む場所の変化が同時に社会経

済環境の変化を意味するので,経済的経験の範

囲や特徴 (留学生の母国における特性形成要

因)6)もそれによって自ずと明瞭に区分されて

いる｡ そこで,まずは留学生の特性が大学入学

前においてどのように形成されており,大学進

学後はそれがどうなるのかを見た上で,同様の

手法を日本人学生にも及ぼしてみること,これ

が私の意図である｡

さて,｢来日して間もない留学生の場合,母
国と日本はそれぞれ,『これまでに形成された

特性』と 『これから形成する特性』という主体
的意味合いを持つ｡教育者は日本留学の目的

(今後の特性形成の展望)と,それが発想され

た基盤である母国での経済と自分の関わり (既

成の特性の構成内容)を問うことによって,留

5) 拙稿 ｢国際教育の時代到来-コミットメント醸成につ

いての一考察｣『京都大学高等教育研究』第4号,1998年｡
6) ｢･--留学生が何を学ぶかという前に,留学生を送り
出すものは--出身地社会の自己改革への希求なのであ

る｡個々の学生は必ずしもそれを明確な形で自覚してい

るとは限らない｡--それは留学生の背後にある,客観

的要請なのである｡それが個々の留学生の頭に,肩書き

とか,就職の有利さとかいう形で映じているにすぎない｡

だから,留学生の動きこそ,--･地域社会の変化の胎

動そのものである｡学生たちはそれを敏感に感じ取り,

それに揺 り動かされるようにして日本-やって来る｡

従ってそのこと自体が一つの社会現象なのである｡｣拙
稿 『未来に生きる君たちと一留学生教育論に寄せて-』
京都大学経済学部,1992年,19ページ｡
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学生本人が 『来し方行く末』をどのように自覚

しているかを知るとともに,教育者の目で両者

の関連を捉え直そうとする｡｣7)
そのす ぐれた自分の役割 (アイデンティ

ティ)自覚の一例として,ヴェン･サムナン君

(1998年入学 ･学部生 ･カンボジア出身)が本

学入学にあたり,述懐しているところを聞いて

みよう｡ ようやく内戦が終わったカンボジア経

済はいまだ圧倒的に農業中心であり,しかも農

民は非常に貧しい状態にある｡

｢(母国の経済について)
貧富の差がだんだんと大きくなっていくと

いう気がします｡この間題に私は大きな関心

を持っています｡カンボジアの場合,農家と

ビジネスマンの生活水準の差,上の人と下の

人の給料の差などはその例です｡

(日本留学の目的)

帰国した後で,カンボジア経済の発展にで

きるだけ貢献するのは私の目的です｡貧しい

人々がだんだん苦しんでいくのを見ると,気

拝が非常につらくなるので,そのような状態

を直していきたい｡カンボジアの人々をはじ

め,貧しい人々を助けられる経済学を勉強す

るつもりです｡特に日本経済の発展と問題を

評価できるようになれば,カンボジア経済の

発展に非常に役に立つと思います｡だから,

まず,今,日本経済の発展と問題点を少しず

つ勉強しているのです｡例えば,今の日本経

済は景気が悪くなったという｡その悪い景気

に対して,日本政府はどのような対策を行わ

なければならないかということを決定しなく

てはなりません｡自由民主党は景気対策を出

して,経済問題を解決できると信じます｡私

は景気対策とはなにかとか,その対策によっ

て,どんな影響が出るのかなどを勉強してい

ます｡その他に,日本の歴史を通して,高度

成長時期に経済成長が強調されすぎて,環境

問題を考えることを忘れました｡その結果と

んでもない公害問題が生じました｡こういう

7) 注4)を参照｡

3

経験から問題点を事前に理解しておくことが

国全体の発展にとても必要だと思います｡

日本で勉強している間に,カンボジア経済

発展のために,必要で十分な能力を得られる

ことを期待しています｡｣

学外での日本経済の体験-アルバイトについて

留学生にとって,大学で教わるほかに,日本

での生活体験は即日本経済の経験である｡ しか

し,その内容は多岐であり濃淡も様々であるの

で,検討は別の機会に委ねざるを得ない｡ここ

ではその一つ,アルバイトについてだけ考える｡

私費留学生の多くは (国費留学生もかなりの

部分が行っているがここでは触れないことにす

る)アルバイトをしている｡ その経験は日本に

おける最も深刻な経済的経験である｡ 彼 らは

(奨学金や仕送りをもらえないかぎりでは)収

入からいえば賃金労働者の中でも下層の生活を

するのであって,アルバイトを減らして勉学の

時間を多くしようと思えば生活費を極端に切り

つめなければならない｡

｢月3万円の奨学金は私の生活費の60%と

なり,私は毎月37.5時間のアルバイトから解

放されるのです｡｣(経済学部留学生 J君
京都大学経済学部同窓会への手紙より)

アルバイトは一つの経済的 ･社会的経験であ

るにちがいないが,経験できる仕事は経済の骨

格部分からは離れている場合が多い｡レス トラ

ンでの皿洗いであるとかホテルでの清掃や布団

の上げ下ろし等々｡ これとは対照的に,学期末

の休暇や夏休みに大小の工場で働くこともない

ではない｡しかし,いずれにしても,元来,で

きればやりたくない仕事なのである｡したがっ

て,仕事そのものについて勉強するどころか,

その日の仕事が終わるやいなや,留学生は一刻

も早くアルバイトのことを忘れて本業の方に精

神を集中したいと思っている｡ せっかく深刻な

経済的経験を行っているのに,アルバイトは知

識としては系統化されにくい｡

アルバイトで彼らの経験から経済学的な知識
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へと発展する契機になるものがあるとすれば,

それは雇い主や職場で知り合った人々から聞く

苦労話や世間話-いわゆる耳学問である｡ それ

そのものが生きた経済の話であるばかりでなく,

必ず他の (留学生にはまだ未知である)経済領

域とのつながりを示唆しているのであり,話さ

れた経済的事実が全体としての経済の一部であ

ることを感じさせるからである｡

留学生に対する私の教育方法

- ｢実事求是のトレーニング｣-

私は留学生のために経済学を教える前提とし

て,日本における生きた経済の事実をありのま

まに認識してもらわなければならないと考えて

いる｡そうでなければ,理論も,政策も歴史も,

言葉だけの一人歩きになってしまうだろう｡

留学生は一般的に言って同じ学年であれば日

本人学生よりも年長であり,それだけ人生経験

とともに経済についてもより多く経験している

と言えるかもしれない｡しかし,その経験の多

くが母国のものであるならば,日本における経

済的現実については自分で意識してつかんでも

らわなくてはならない｡

私は学部 ･院の留学生クラスの ｢新聞を使っ

て経済学｣で留学生の発表を中心にした ｢授

業｣を組み立て,全学共通課目留学生対象 ｢日

本語El｣では社会経済を自由に論じるスピー

チと作文を課した｡すべてのクラスの参加者に

は,なかなか十分とはいかないが,京都の中に

ある企業 (昨1999年度は日銀京都支店,京セラ

本社,日新イオン半導体製造装置工場)に足を

運ばせ研修を行った｡課外活動としては,大学

教職員と学生,社会人ボランティア,京大生協

の協力を得て,日本語を教わったり母国語を教

えたりする関係の中で ｢日本社会をリアルに知

る｣または ｢日本の地に立って母国と世界を考

える｣多くの機会を設けるようにしてきた｡い
ずれも学生自身に何らかの作業-実践を通じて

日本経済と日本社会の実際を人との協力の中で

つかみ取ってもらう方法をとっている｡ 私はこ

れを経済的社会的経験の場を意識的に与えるこ
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とによる ｢実事求是のトレーニング｣と呼んで

いる｡ この中の多 くについてはいくつかの報

告8)を書いているので,参照していただきたい｡

ⅠⅠ 日本人学生の特性

生産活動とのふれあいが失われている

生きた経済の姿に触れることの重要性は,外

国人にとってばかりではない｡最近の日本の子

どもたちの生活範囲は狭くなっている｡学校と

塾通いで精一杯の毎日では,余暇が限られてし

まい,テレビや,情報機器を通して ｢加工済み

情報｣は多く得ているかもしれないが,自分の

身の回りの生き生きした生活体験は乏しくなっ

てしまっている (学校も塾も拒否する子どもも

増えているが,彼らに村しても生活体験の機会

が与えられるわけではない)｡経済生活につい

ても同様である｡彼らの経済生活といえば,

もっぱら小遣いを使って消費または浪費するこ

とに限られ,親や周囲の経済の実態について話

8) 拙稿 ｢留学生と協力して創造する国際教育｣(経済学

教育学会編 『大学の授業をつくる 発想と技法』青木書

店,1998年)｡後述脚注11)に記載の報告も参照｡また,

｢留学生教育を通じる国際貢献とその諸問題｣『京都大
学経済学部同窓会報』第2号,1998年,4ページに,私

は留学生教育の目標と方法について以下のようにとりま

とめている｡

｢教育の目標

留学生は,将来,経済を専門とする国際人として社

会に役立つことができるようにと願って来日し,勉学

しています｡もとより,勉学だけでそれが達せられる

とは思えませんが,留学の間に自分を律してそのよう

な方向に向かうことができるようになること,すなわ

ち 『国際人をめざす勉学へのコミットメント (こころ

がまえ)を形成する』ことに国際教育の眼目があると

私は考えています｡

教育の方法

その方法は,『実事求是の力をつけるトレーニング』,
すなわち,留学生が直接に触れる具体的実際的素材の

中に法則性を発見する練習を積み重ねること,また,

自らその努力を習慣化することであると思います｡そ

れができれば,どこの国へ行っても,その人は新しい

事業と生活条件の中で本質的なものをつかみとり,や

るべきことをやれるようになる,というのが私の期待

です｡現在,彼らが直接手にする素材は日本経済であ

り,また日本から眺めた世界であるので,彼らはそれ

らの知識を批判的に吸収しながら,自分の国際的アイ

デンティティをつくることになります｡私たち日本人

から見れば,日本に対する真の理解者をつくることに

も通じます｡｣
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し合ったり,よく観察してみるような余裕は失

われているのではないか｡ところが,まさにこ

のような余裕こそが,経済的諸現象を全体との

つながりにおいて観察しようとする感覚と動機

を育てるのである｡

特に生産現場を学生たちが住んでいる都市や

その近郊に見かけなくなったことが,経済の現

実を感じにくくさせているように思う｡ かつて

中小零細企業の工場や農家と田畑などは,都市

の内外にも目に見える形で存在していた｡生産

現場が都市生活において目の届く範囲から消滅

してしまい,近年では国内の地方どころか,外

国へと移ってしまっている｡ 都会住まいの学生

たちには経済とは生産抜きの消費生活と,流通

や金融,不動産の会社の姿の上にしか見えなく

なっている｡ 私は日本人学生の多くに共通して

いる特性としてこの事実に注目すべきだと考え

ている｡

全体経済の観察可能性が急減

時代をさかのぼって,農業が中心的産業だっ

た当時,経済は子どもたちにとってもわかりや

すいものだった｡科学の応用がまだ未発達だっ

たから,自然 (土壌,天候,病虫害など)につ

いて代々伝えられてきた農民の知恵がものを言

う世界であり,経済は基本的に各農家で生活上

のあらゆる必要物を自分の手で加工して使う自

給自足経済であった｡したがって農民の子は幼

少から手伝いをしながらその多種多様な仕事を

身につけた｡農業は当時社会の中心的産業だっ

たから,農民の子は社会全体についてもおおよ

その仕組みを想像することができた｡地主に納

める地代にしても,今日よりも素朴でわかりや

すい形態だった｡

産業革命を経て,経済生活の中心は決定的に

工業へ,都市-と移った｡したがって国の人口

も都市が主体に変わったが,それでも都市生活

の内外で生産活動を目にすることが容易な時代

がつい最近まで (おおむね高度成長時代の終わ

りまで)続いた｡工場は近郊農業とともに,都

市の中から,すぐ外に存在していた｡生産地の

5

周りに住宅地はあった｡企業の規模は未だ小さ

く,応用された機械技術等も直接の従事者でな

くても理解しやすいものであった｡都市固有の

産業一商社とか銀行も,未だそこに生まれ育つ

子どもたちの視野と直接的見聞と経験の範囲内

(多少の ｢背伸び｣を要したであろうが)に

あった｡

今日では状況は一変している｡主要な生産の

現場は,わざわざ出かけてみなければわからな

いことになる｡ 最近流行の金融商品など,債権

を ｢化体｣した観念的商品を別とすれば,商品
の大部分は生産活動の産物として人間労働を含

んでいる｡つまり,労働生産物である｡ それが

都市の店先に消費物資として現れたときには,

からくもMadeinChina等のマークによって

生産地を知るだけで,子どもたちの目には生産

活動の残像を残さないものとなっている｡ 生産

現場の様子を全く感じさせない出来合いのもの

として,あたかも天から降ってきたように店の

棚に並んでいるのである｡ その意味では観念的

商品と変わるところがない｡私は,この生産か

ら遊離した都市的環境が,日本の子どもたちに

実体から遊離した思考の傾向を生む客観的要因

の一つに数えられるのではないかと考える｡

他方において90年代にアジア各地から来た留

学生たちには,対照的な傾向を感じる｡ それは

何よりも日本をはじめとする先進国の直接投資

によって先端技術を含む工業が持ち込まれ,伝

統的な産業とその国で併存している様子を彼ら

が見ているからであると思われる｡80年代以来,

多くの生産現場が日本からアジア諸国に移転し

た｡日本だけでなく,先進国と発展途上国の間

に,一方では生産を抜きにした消費が,他方で

は生産のみでその結果である商品は輸出されて

しまって手に入らない状態 (消費なき生産-そ

の典型は委託加工)が広がった｡それぞれが均

衡を欠き,そのままとしては不合理であって,

両者を一体として観察しないと統一体としての

経済が認識しにくい構造に変わってきた｡ この

構造は,国内に産業が揃っていた往事を知る大

人たちには,それが分離されたものとして了解
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されうるが,一方だけしか見ないで育った世代

には,教わったりテレビで見る知識としては了

解されることはあっても,直接的生活体験の範

囲には無いのである｡ すなわち,そこに育った

子どもたちには自然発生的にわかるはずもなく,

あたかも一方は消費のみが経済であるかのよう

に,他方では生産だけが経済であるかのように

実感されるにちがいない｡

今年度京都大学経済学部に入学した閣環さん

は,｢日本へ来て印象的だったこと｣の一つと

して,皮肉たっぷりに書いている｡

｢日本に来ると,どこへ行っても中国製の

ものを見つけられる｡他のものはともかく,

百円ショップでつまようじを見つけた日は感

心してしまった｡中国人は自分の国の環境破

壊を気にせず,白樺林をあんなちょっとだけ

のお金と交換するなんて,どんなに愚かだっ

たのだろう!｣

これこそは後述する国際教育そのものである｡

日本へ留学してきた中国人学生が,その独自の

観点から注意深く観察した結果として発見した

事実であるから｡ 白樺を中国内部で切り倒して

売っている様子だけ見ても,百円ショップで並

んでいるつまようじだけ見ても,このような発

見はありえないのだから｡

大企業による生産技術の独占

日本の場合,今では生産の現場は,わざわざ

見学に出かけてみないとわからなくなっている｡

しかし,現実には,会社に頼んで工場見学をさ

せてもらっても,ハイテク化されあるいは内容

が秘匿されて (隠すつもりはなくても会社側と

しては説明に割く時間が階しいというような場

合もある),年とともに工程が外からはわかり

にくくなっている｡

生産技術の高度化は大規模な設備投資を必要

とする｡ 最新の ｢IT革命｣はますますその傾

向を助長する｡ 大規模な固定資本-の投資の必

要は,経営規模の拡大競争を促さざるをえない

し,そのために大企業の合併が相次いでいる｡

投資の拡大は一時的に個々の企業に特別利潤を

もたらすことがあっても,競争は再び利潤率を

低めてしまう｡ この自己矛盾- 利潤率を高め

たいとの個々の企業家の主観的意図とその客観

的結果である利潤率の低落- の中で,生産と

ともにその技術は,ますます大企業の占有物に

なってしまい,一般の人々から縁遠い存在にな

る｡ 同時にこれが (大学生たちを含む)我々の

子どもたちの成長環境でもある｡

以下は近年日本経済新聞などによる ｢すぐれ

た会社｣ランキングのトップにしばしば登場す

る,我が京都の企業,ローム㈱の ｢会社案内｣
にある ｢Q&A｣である9)0

｢Q:入社までに得ておくべき知識はありま
すか?

A:入社後の研修で基本知識を学んでくだ
さい｡それまでは業界の技術動向や製品

トレンドなどに関心をもつ程度で十分｡｣

上記の問答は,ロームが採用する学生の大部

分が修士課程の修了者であることを考えて読む

必要がある｡新しい生産技術の蓄積は,大企業

の職場にある (一般的 ･現実的には生産は部品

供給者一下請け零細企業に分散 ･発注されるこ

とが多いので,その企業群の部品生産技術に支

えられているのだが)｡大学院卒業のレベルで

あっても,企業がいう ｢基本知識｣は入社後と
いうのである｡ 私はこれまで,むしろ大学教育

を受ける前の ｢子どもたち｣について考察し,

子どもたちが大企業の生産とその技術から大き

く隔絶されていることを述べたが,ローム社の

上記事例は,大学院卒業生レベルでさえそうだ

ということの例証である｡

大企業による生産技術独占の極端な事例は東

海村JCO (住友金属鉱山の子会社)の核燃料
加工であって,臨界事故がなければ生産の事実

さえもほとんどの人に知られていなかったので

ある｡こうした事故とか,破産とかが発生する

までは,特に大企業 (グループ)内部の実情は

9) ROHM ((槻ローム),ThefutureisonLJSIs,p.48.



学生の ｢経済的経験｣を考える

わからないことが多い｡したがって,大企業の

破産などを含めて ｢破局｣の内容の具体的検討
は非常に重要な ｢実事求是｣として役立つ｡

ちょうど大地震の発生が地殻の深部の構造を明

らかにするように｡そこで,先述の留学生に対

する教育方法 ｢実事求是のトレーニング｣は,
日本人学生に対しても有効であることがわかる｡

それは経済的経験を広げるために適当であるし,

必要であるともいえる｡

III 国際教育-学生たちの欲求

金融的,消費者的常識に偏した学生たちの存

在は,日本だけでなくて,大なり小なり先進国

に一般的な特徴といえるかもしれない｡他方に

おいて,資本主義的生産が急速に拡大している

諸国から来る成長至上主義的常識の留学生たち｡

両者の特性をもたらした大きな背景には,各国

の経済とともに,社会や文化が徹底して国際化

されつつあるという共通した事情がある｡ 国際

化は伝統的要素に満ちた社会全体を複雑な形で

もって進行 している｡例えば,今日の情報化

ブームの根底にあるのは,むしろ経済の国際化

なのであり,国際経済的利益の動機が背後に

あっての情報化なのである｡ すなわち,情報化

は経済的動機が先行し,結果として様々な技術

的文化的社会的変化が呼び起こされているので

ある｡

社会の国際化が徹底されているという事実関

係を背景として,今日の学生たちの欲求の一つ

として,｢国際的に役立つ人になりたい｣とい
う動機があるのではないかと思う｡｢役立つ｣

かどうかは,その分野の国際的連関について,

リアルな認識があってはじめて判断できる｡

一例として先に引用したロームの会社案内の

一部をもう少し長く引用してみよう (下線は筆

者による)｡

｢Q:入社までに得ておくべき知識はありま
すか?

A:入社後の研修で基本知識を学んでくだ
さい｡それまでは業界の技術動向や製品

7

トレンドなどに関心をもつ程度で十分｡

またロームは海外での売上が全体の55%｡

最新技術の多くも欧米から入ってきます｡

英語はしっかり勉強しておくことをお薦

めします｡

Q:海外勤務を希望した場合,チャンスは
ありますか?

A:実力があれば,海外勤務のチャンスは

十分あります｡ここで実力というのは,

もちろん英語力だけではありません｡何

よりも大切なのは,自分で道を切り開く

バイタリティ,それがあれば,言葉や文

化の壁も問題にならないはずです｡｣

ここには企業がすでに国際経済を前提にして

動いていること,国際経済の中で働ける人,す

なわち,｢国際的に役立つ人｣を求めているこ
とが表現されている｡

こうした企業が先行き就職先として待ってい

るのであれば,そして,企業ばかりでなく,学

生たちに将来働く場所がどこでも国際化してい

ることが予感されればされるほど,学生たちは

自分の欲求として ｢国際的に役立つ人になりた

い｣という強い動機を持つことになる｡

上の ｢実力｣に相当する言葉を,-留学生は
次のように表現している｡国際教育を留学その

ものに期待しているのである｡

｢ただ知識的な面から言えば,中国の大学

でもそういうことができるのではないかと聞

かれるかもしれないが- 『好きであれば上達

できる』情熱があれば,どこでも勉強できる

ではないか｡しかし,現在の世界ではそれだ

けでは足りない｡個人素質をアップさせるた

め,知識を一杯詰めることでは通用 しなく

なった｡世界を舞台にして,各方面の実力を

高めなければならない｡広い世界を相手にし

たければ,世界と接触しなければならない｡

若いうちに吸収力がピークであるうちに 『世

界』を実感する｡ そして学ぶ｡そんなことは

国内では想像もできない｡だから私は日本へ

留学 したかった｡｣(沈魂君 ｢日本留学の目
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的｣1999年京都大学経済学部入学当時)

たしかに留学は ｢外国｣を直接に経験する方

法である｡私も,できるだけ多くの人が,長短

を問わず,外国生活 (外国旅行を含めて)をし

てみることが望ましいと思う｡ だが,経験と

いっても,何にどれだけ集中して行うかによる｡

漫然と生活するだけでは,今日の国際社会の法

則を系統的に知ることはできないし,したがっ

てそれだけでは ｢国際的に役立つ｣特性を形成

できるものではない (上の沈君も十分にそのこ

とをわきまえている)｡同様に,英語を話せる

ようになれば,インターネットを操作できれば

国際人になれる,等の ｢思い｣にしても,その

中に正しさは含まれてはいるが,大きな誤謬の

要素も含まれている｡ これまでの国民教育が国

際教育に発展する時代に到達していることは論

をまたないと思われるが,国民教育と同じよう

に,社会の隅々で種々雑多な形で行われるよう

になった国際教育は内容的に系統化の努力が必

要だし,また系統化のためにも,もっと多くの

すぐれた形態が開拓される必要がある｡ ここで

は,それは,｢実事求是のトレーニング｣を国
際的視野の中で行うことになると予想しておく

こととし,現実に行われている一事例だけをそ

の参考例として指摘するにとどめる｡ それはゼ

ミ単位の海外研修である｡

これは中国,韓国,台湾,タイなど-,ゼミ

の学生が企画して現地の企業や,日本企業の現

地法人などの活動を見学する旅行である｡ 見学

の目的があり,訪問先の説明が準備されている

ので,｢外国｣を見るにとどまらず,焦点を定
めた見学によって,直接的 ｢経済的経験｣に近
いものを,国際経済の関連の中で得ることがで

きる｡ 費用と時間の制約から,ままならないで

あろうが,できればより長く滞在して現地にと

け込む余裕がほしいし,そのために事前に現地

の言語の訓練や歴史の勉強などができるといい

と思う｡

ⅠⅤ 結 論

教育も研究と本質は同じである｡安易な独断

的 ｢理論｣に逃げず,正しい理論を教えるつも

りならば,それに相応する,できるだけ生き生

きとした客観的な事実を提示すべきである｡ こ

うして全体像を事実のつながりの中に示すのが

経済学教育の基本的前提づくりとして理想であ

る10)｡私は,本稿の前半を通じて,大学教育以

前の学生たちの ｢経済的経験｣の特徴とその結

果として形成された学生たちの特性を考察した

が,学生たちが新たな特性を大学において追加

的に形成しようとするにあたって,大学教育の

範囲内にも ｢経済的経験｣を取り込む必要を感

じている｡ それは上記の ｢事実のつながり｣を

学生生活の中でも経験してもらうことを意味す

る｡ さらにまたそれは,国際教育という次元の

中で行われることになるだろう｡

理想とは接近すべきものであって,すぐには

実現しにくい｡見学を例に挙げると,行こうに

10) 経済学教育学会の動向

韓国と日本の経済学教育学会でも類似の教育方法 (身

の回りの現実を通して学生が主体的に学ぶ方法)が検討

されているようである｡例えば,1999年11月の経済学教

育学会 (大会テーマ :｢学生と地域の実態から出発し,

経済問題を解決する力を育てる｣)に招かれた韓国経済
学教育学会会長 金 容子教授 (淑明大学校)は､大略以

下のような記念講演をされた｡経済危機下,または

IMF支配下の経験を通じて,韓国国民の経済知識は非

常に増大するとともに,経済を自分の問題としてとらえ

るようになってきた｡経済学教育は,参加 (参画)の経

済 (学)教育 economiceducatlOnOfparticipationを課

題としなければならない｡そこでは価値判断すなわち道

徳哲学を目標として導入すべきであり,また学習手段と

しては身近な経済の経験 everydayeconomicexperi-

encesを用いるようにすべきである｡

日韓いずれの関係者も教育方法について大体同じ方向

を考えていたように見受けられたが,当の韓国での実践

の経験はまだこれからというのが,私の質問に対する金

会長の回答だった｡しかし,私が留学生を相手に行って

いる教育の実践と方法論には (もちろんちがうところも

あるが)それに近いところがあると考えている｡金 容

子 ｢IMF不況下の韓国における経済学教育の課題｣『経
済学教育』第19号,2000年を参照｡なお,同号は上記の

経済学教育学会1999年11月大会を特集している｡私の発

表 ｢国際教育のエネルギーははどこから来るか-留学生

による講演会シリーズ 『世界からの手紙』の実践にもと

づいて-｣も掲載されている｡
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も時間もお金もないのが現実であり,またかり

に多くの見学を組織しようと思っても,相手の

都合と事情がある｡ 理想への接近のために次の

条件が整備される必要がある｡

(1)実務専門家または研究者が,自分の専門

分野だけの狭い関心から脱して,教育者に適切

な事例を提供するなどの協力の手をさしのべる

ことによって｡

(2) それを大規模に系統的に行えるようにす

る国の政策によって｡

9

ただし,その前提として,教育者の側から明

確な要求がないことには実務専門家や研究者の

側に的確に動いてもらうわけにはいかないだろ

う｡ 本稿は教育者の側からの要求を整備するた

めにも,むしろ教育者による教育以前の学生の

主体的条件について考えてみた｡その上に立っ

て,教育実践の方向がどうあるべきかについて

は,既発表の諸例に加え,今後も実践報告の形

によって接近してみたいと考えている｡




